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地方選挙を契機とした野党への厳しい締め付け
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概　　況
　2022年，人民党政権は安定的な権力継承のために，憲法改正や党首残留の方針
を示し，地方選挙で台頭した野党勢力に対する締め付けを強化した。コミューン
評議会選挙では，人民党が想定どおり圧勝した一方，キャンドルライト党が2017
年の救国党解党以降行き場を失っていた野党支持者の票の受け皿となって台頭し，
₂ 割を超える得票率を上げた。これに対し人民党政権は，キャンドルライト党の
指導者への抑圧を強化し，翌年に控えた第 ₇ 期国民議会選挙に向けて弱体化を
図った。フン・セン首相は，首相退任後も党首を継続し，党・政府人事を掌握す
る方針を示すとともに，憲法を改正し，権力継承に向けた道筋を整えた。
　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）蔓延後，停滞していた経済は回復基調
を印象付けた。中国からの支援で進むインフラ開発では，初となる高速道路が開
通し，さらなる高速道路や高速鉄道の建設方針も示された。近年社会問題化し，
国際社会から注視される外国人を被害者とする人身取引では，年央以降摘発が強
化された。
　対外関係では， ₃ 回目の ASEAN 議長国を務めた。フン・セン首相にとって最
後の議長国運営であったため，ミャンマー問題の解決に前のめりで取り組んだが，
その手法をめぐり一部加盟国から批判され，年内に解決の道筋をつけることはで
きなかった。中国との蜜月関係が継続する一方，2020年に EU による特恵関税が
一部撤廃されて以降，最大の縫製品輸出先となっているアメリカとは，国内の政
治・軍事問題への介入には応じない姿勢を堅持しつつ，対話を維持する姿勢も示
した。日本やインドなど米中に次ぐ国々との関係強化も進んだ。2007年に開廷し
たカンボジア特別法廷（クメール・ルージュ裁判，ECCC）は，多くの問題を抱え
ながら，最後の被告人に対し終身刑判決を出し，幕を閉じた。

2022年のカンボジア
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国 内 政 治

第 5期コミューン評議会選挙
　 ₆ 月に実施された第 ₅ 期行政区・地区評議会選挙（以下，コミューン評議会選
挙）では，想定どおり人民党が圧勝した一方，旧救国党支持者の票の受け皿とな
るキャンドルライト党の台頭が見られた。今回のコミューン評議会選挙は，2017
年に最大野党救国党が解党され，2018年の第 ₆ 期国民議会選挙（以下，総選挙）で
人民党が全議席獲得して以降，最初の直接選挙であり，旧救国党指導者が事実上
の亡命状態または裁判下に置かれ，国内の野党勢力が多数の政党に分裂するなか
実施された。翌年に実施される総選挙の前哨戦であるだけでなく，コミューン評
議会議員が間接選挙である上院議員選挙と首都・州および市・郡・区評議会選挙
の投票権を持つことからも重要な地方選挙であった。
　選挙結果は表 1 のとおりである。人民党は，1652選挙区中1648選挙区で第 1 党
となり，第 1 党が担うコミューン評議会議長（議長はコミューン長を兼任）ポスト
を獲得するとともに， 1 万1622議席中9376議席を得た。一方，キャンドルライト
党は得票率22.25％で ₄ つの議長ポストを含む2198議席を獲得した。キャンドル
ライト党は，2012年に旧救国党に合流したサム・ランシー党を前身とし，2017年

表 1　2022年コミューン評議会選挙結果

政党名 得票数 得票率
（％）

議席数
（議長）

議席占有率
（議長）（％）

カンボジア人民党 5,378,773 74.32 9,376（1,648） 80.67（99.76）
キャンドルライト党 1,610,556 22.25 2,198（4） 18.91（0.24）
フンシンペック党 91,798 1.27 19（0） 0.16（0）
クメール民族統一党 63,868 0.88 13（0） 0.11（0）
クメール愛国党 33,259 0.46 5（0） 0.04（0）
カンボジア青年党 13,841 0.19 3（0） 0.03（0）
カンボジア国籍党 13,140 0.18 0（0） 0（0）
草の根民主党 6,807 0.09 6（0） 0.05（0）
カンボジア主義党 4,856 0.07 1（0） 0.01（0）
蜂の巣社会民主党 2,460 0.03 1（0） 0.01（0）
その他 17,679 0.26 0（0） 0（0）
有効票 7,237,037 97.87
無効票 157,390 2.13
合計 7,394,427 100.00 11,622（1,652） 100.00

（出所）　国家選挙管理委員会（NEC）発表の公式結果に基づき，筆者作成。網掛け部分は
旧救国党関係者が設立・運営に関与する政党。
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に同名に改称された党である。旧救国党に移籍していた元幹部が同党解党後に一
部復帰したことで，2021年11月に再始動し，野党のなかで唯一人民党に匹敵する
数の候補者を全国規模で擁立した。救国党解党以降，同党に代わる求心力をもつ
野党が不在であったなか，キャンドルライト党の存在感が強まった。キャンドル
ライト党の得票率は前身のサム・ランシー党が2012年のコミューン評議会選挙で
獲得した20.84％を上回っており，強権化が進むカンボジアにおいて，強固な野
党支持者が ₂ 割近くいること，サム・ランシーのようなカリスマ的指導者を擁さ
ない政党でも議席を確保できることが示された。そのような状況を政府が放置す
るわけもなく，選挙前には同党に対し，候補者の逮捕，脅迫，買収など抑圧的手
段を行使し，選挙後も締め付けを続けた（山田裕史「独裁強化と世襲に動くカン
ボジア政治：2022年コミューン評議会選挙がもつ意味」『IDE スクエア』2022年）。

野党勢力に対する抑圧・懐柔
　人民党は，野党勢力に対して司法的抑圧と懐柔を強化し，潜在的に脅威となり
得る勢力の弱体化を狙った。その背景には， ₆ 月のコミューン評議会選挙での
キャンドルライト党の台頭と，同党との共闘を模索するクメール意思党や草の根
民主党の動きがあった。また，11月に旧救国党議員・幹部に対する ₅ 年間の政治
活動禁止令が解除され，その去就が注目されるなか，彼らをけん制する狙いも
あったと推察される。結果として，政治活動禁止令解除後にキャンドルライト党
に参加した者はごく一部にとどまっており，半数近くは引退するなど，政治活動
を再開させていない。サム・ランシーをはじめとする旧救国党指導者の多くは，
有罪判決を受けて帰国できない状況または帰国が阻止される状況にある。
　国内に残る野党指導者への司法的抑圧では，COVID-19感染拡大によって延期
されていた旧救国党党首クム・ソカーに対する裁判が 1 月に再開された。クム・
ソカーはアメリカの支援を受けて国家転覆を謀ろうとした容疑（刑法第443条「外
国との通謀」）で逮捕されており，ほぼ隔週で審理が行われた。12月の最終審理で
検察側は，外国の組織と通謀し，サム・ランシーとともに市民や軍関係者を扇動
して国家転覆しようとしたと主張し，重罰と政治活動の無期限禁止を求めた。一
方弁護側は，検察側が証拠としたビデオテープは編集されており，アメリカと共
謀したという具体的な証拠が示されていないと主張した。判決は2023年 ₃ 月に持
ち越された。同審理の政府答弁では，政府弁護団が刑事裁判終了後にクム・ソ
カーに対して損害賠償請求訴訟を提起すると発表した。クム・ソカーに対する政
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府の攻撃は止まる兆しがない。
　人民党に対抗可能な野党として台頭したキャンドルライト党に対しては，党指
導者に対する法的措置がとられ，また解党の可能性を示唆する圧力がかけられた。
₆ 月のコミューン評議会選挙の結果をめぐり批判を展開したソン・チャイ副党首
が人民党と国家選挙管理委員会から名誉棄損で提訴され，一審，控訴審ともに有
罪判決を受けた。選挙の競争性が著しく減退するなかでも，選挙結果に対する国
民からの信頼の確保は支配の正統性を主張するうえで重要であることから，人民
党は選挙不正を訴える声を徹底して抑え込む姿勢を見せている。また，人民党は
国内で活動する野党指導者に対し刑事・民事訴訟で多額の金銭を請求するという
手法でも野党の弱体化を図っている。2023年初頭には，人民党への批判は法的措
置の対象とすると首相が明言し，その直後，キャンドルライト党最高顧問（2022
年10月就任）コン・コアムは，住居が外務省の資産であるという事由で国への住
居返還と損害賠償を求められるとともに，地方遊説中の発言により扇動罪（刑法
第495条）と再改正政党法第 ₆ 条（新・第 ₂ 回）違反でも訴えられた。政府は，同党
の活動にサム・ランシーが関与している場合，政党法違反で解党する可能性もあ
ると示唆している。キャンドルライト党は関与を否定しているが，政府による恣
意的な判断も可能なだけに，野党は厳しい状況に置かれ続けるだろう。
　一方，2022年は人民党に懐柔される野党指導者も目立った。 ₇ 月末に党の解散
を発表し，人民党へ移籍した元愛国党幹部らには，翌 ₈ 月に郵便・電信省の長官
や次官の地位が与えられた。11月には草の根民主党の首相候補であり創設者の
ヨーン・サイ・コマーの人民党入党が突如発表された。その直後，コマーは農林
水産省長官（農業部門）兼首相補佐特命大臣に任命された。これは，草の根民主党
が2023年の総選挙においてキャンドルライト党との連携を模索していたタイミン
グでもあり，野党共闘にとって痛手であった。
　フン・セン首相は，サム・ランシーなど国外で活動する野党指導者らを「過激
派」と呼び，抑圧一辺倒で対応している。サム・ランシー個人に対する訴追が繰
り返し行われ，10月には「国土全体または一部の外国への譲渡し」（刑法第440
条）で初めて終身刑判決が下された。サム・ランシーは過去にも有罪判決を受け，
事実上の海外亡命状態に追い込まれたのち，恩赦を受けて帰国したことがあった。
しかし，フン・セン首相は恩赦に署名するくらいなら「その腕を切り落とす」と
まで言い，今まで以上に厳しい態度を示した。また，2019年のサム・ランシー帰
国計画の関係者に対する集団裁判の第 1 審では，サム・ランシーを含む51人に対
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し，叛逆の共謀罪（刑法第453条）と扇動罪（刑法第495条）で有罪判決が下された。
サム・ランシー帰国計画に関しては，当初138人が被告として起訴された。しか
し，人数が多すぎるとして裁判の効率化の観点から，国内外の指導的立場にある
60人を対象とした裁判と，それ以外の野党支持者を中心とした78人に対する ₂ つ
の裁判に分けて審議が進められた。今回，サム・ランシー帰国計画で有罪判決が
出されたのは前者である。もうひとつの集団裁判である2021年のムー・ソックフ
オ旧救国党副党首帰国計画の関係者に対する裁判の第 1 審でも，サム・ランシー
を含む36人に対して叛逆の共謀罪（刑法第453条）で有罪判決が下された。さらに，
フン・セン首相は12月の欧州歴訪時に，国外で政府批判を展開する野党関係者に
対して，国内に残る家族を特定し，警察に訪問するよう要請したと述べ，国外に
おける政府批判にも厳格に対処していく姿勢を示した。

人民党内の権力継承への準備
　フン・セン首相退任後の党指導方針が示されるとともに，権力継承に向けた政
権内の人事異動が見られた。2021年12月に長男フン・マナエト国軍副総司令官・
陸軍司令官への首相職の継承が発表されて以降，フン・セン首相の退任後の去就
が注目されてきた。そのようななか， ₉ 月に首相自ら，首相引退後も人民党党首
に留任するとともに，党首として党・政府人事を掌握すると明言した。このこと
は，党内にフン・センのライバルと目されるソー・ケーン副党首・副首相兼内相
を含むシニア世代が残るなか，フン・マナエトへ権力継承する際に，党内の調和
が乱れ不安定化しないよう党結束の要となり，長男を中心とした次世代への権力
継承を支える意図があると思われる。しばらくの間，政府はフン・マナエト，党
はフン・センという親子による党・政府運営が続くと見られる。
　2013年の総選挙以降進められてきた政権の世代交代をめぐり，2022年も動きが
見られた。フン・セン首相は，2023年の総選挙後に党幹部子弟を中心とした政府
を構想していると繰り返し表明してきたが，それに先立ち，10月に農林水産相の
交代があった。欧州外遊中だったヴェン・サコン農林水産相は，国内の洪水被害
への対応が不十分として首相から叱責され，突如更迭された。2022年の洪水状況
は例年と比較して被害は大きかったものの，大規模な洪水被害が発生した2020年
と比較すると ₃ 分の 1 の被害規模であり，対応をめぐり大臣を交代させる必要が
あったと考えづらい。後任に抜擢されたのが，フン・センの側近である最高裁判
所長官ドゥット・モンティーの息子ドゥット・ティナーであった。1979年生まれ
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のティナーはフランスで学位を取得し，大臣就任直前は鉱業・エネルギー省長官
を務めていた。サコンは更迭直後に首相補佐特命大臣に任命されており，今回の
交代劇の目的はサコンを罰するためというよりも，政権の世代交代であったとみ
る方が妥当だろう。

首相職の世襲に向けた憲法改正
　政府は憲法を改正することで，今後予定されているフン・セン首相から長男フ
ン・マナエトへの首相職の世襲を確実に進める道筋を整えた。 ₈ 月に国王の署名
により発効した第10次憲法改正は，首相指名・組閣に関する条項（第19条，第119
条），高官への答弁要請（第89条），内閣不信任案提出に関する条項（第98条），非
常事態時の上院議員の任期延長・解除（第102条），首相職の空席への対処（第125
条），国民議会指導部選出と大臣会議（内閣）承認の一括投票（国家機能の正常な活
動を保障する憲法附則法第 ₃ 条， ₄ 条）が対象とされた。第19条と第119条の改正
では，国民議会議長が両副議長の賛同を得て行うこととされていた首相指名が，
国民議会で最多議席を有する政党の権限となった。これによって，仮に野党所属
の副議長から賛同を得られずとも，人民党単独で首相指名・組閣が可能となった。
この規定は，任期途中に何らかの事情で首相職の空席が確実になった時にも適用
される（憲法第125条）。これにより，人民党が国民議会で最多議席を有し，かつ
フン・センが首相でいる限り，確実に首相職の世襲を進めることが可能となった。
また，2022年のコミューン評議会選挙の結果から，2023年の総選挙で野党が30議
席以上を獲得する可能性が考えられるとともに，世襲に反対する人民党議員が造
反する可能性も否めないことから，内閣不信任案提出に必要とされる国民議会議
員数を30人以上から ₃ 分の 1（42人）以上に増やし，そのハードルを高くした（憲
法第98条）。

経 済

回復基調のマクロ経済
　2022年の経済は，観光業の回復や縫製関連品の輸出拡大に支えられ，コロナ禍
からの順調な回復を印象付けた。実質国内総生産（GDP）成長率は，世界銀行と国
際通貨基金（IMF）はそれぞれ12月に4.8％，5.0％と予想したが，経済・財務省は
2023年初頭に5.2％と発表した。
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　カンボジアを含む世界的な COVID-19の水際措置の緩和により，観光業の回復
が顕著である。とはいえコロナ禍以前に外国人観光客の ₃ 割強を占めた中国人観
光客は，中国の規制強化が続き，以前のペースに戻っていない。しかしそのほか
の外国人観光客は戻りつつある。観光省によると，2022年の年間外国人観光客数
は227万6626人で，前年比1058.6％増となった。特に第 ₄ 四半期の伸び率が大きく，
101万人がこの時期に訪問した。ASEAN 諸国からの来訪者が70.4％を占め，その
うちタイからが37.5％，次いでベトナムからが20.4％であった。ASEAN 諸国以
外では，中国からが最も多く，10万6875人で全体の4.7％を占めた。しかし，コ
ロナ禍以前2019年の年間外国人観光客数は661万人であり，それには依然及ばな
い。政府は2023年には中国からの来訪者数が増えると期待して外国人観光客数を
400万人と予想し，コロナ禍以前の水準への回復を目指している。
　貿易では，経済・財務省関税消費税総局（2023年 1 月発表統計）によると，2022
年の輸出入総額は524億2454万ドルで，輸出総額は前年比16.7％増の224億8294万
ドル，輸入総額は前年比4.3％増の299億4160万ドルであった。主要な外貨獲得源
である衣料品・履物・旅行用品（GFT）分野の輸出は前年比16.4％増の126億3297
万ドルで，輸出総額の56.2％を占めた。輸出に関して国別でみると，アメリカへ
の輸出が最も多く，前年比19.7％増の89億6873万ドルであった。対米輸出が拡大
した背景として，カンボジア衣料品・履物・旅行用品協会（TAFTAC，11月にカ
ンボジア縫製業協会［GMAC］から改称）によると，2020年の EU の特恵関税

（EBA）一部撤廃後に，アメリカへ市場を転換したことが影響しているという。こ
のことは，EU が人権問題に絡めて制裁を科したにもかかわらず，アメリカが歩
調を合わせなかったために効果が薄かったことになる。
　一方，中国への輸出はベトナムに次いで ₃ 番目に多いものの，前年比17.9％減
の12億4063万ドルであった。年始に中国との FTA が発効し，輸出増が期待され
ていたが，中国の COVID-19対策による経済の失速が影響したと考えられる。
　投資は，第 1 四半期にインフラ関連事業への新規投資が集中したことで拡大し
たが，その後は減速した。経済・財務省の四半期別報告書によると，2022年の民
間投資（認可ベース）総額は前年比7.4％減の40億3285万ドルであったが，物流セ
ンター，港湾，水力発電，病院などを対象とした投資事業が増えたため，経済特
区外の投資総額は，前年比48.7％増の34億4490万ドルとなった。
　このようななか，世界的な燃油・食料価格の高騰の影響を受け，インフレは ₆
月に過去10年で最大の上昇を記録した。国立銀行の報告書によると，2022年のイ
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ンフレは 1 月から ₂ 月にかけて4.08％から6.33％へ跳ね上がったのち， ₇ ％前半
を推移し， ₆ 月には7.85％まで拡大した。その後，上昇は抑えられ，10月には
3.64％に下落し，12月には例年並みの2.9％と落ち着いた。

中国の支援で進む大規模インフラ開発
　中国からの支援で大規模インフラ開発が進んでいる。カンボジア初の高速道路
がプノンペン＝シハヌークビル間で10月に開通した。これまで ₅ 時間以上かかっ
ていた所要時間（国道 ₄ 号線利用）が ₂ 時間へと大幅に短縮され，物流の効率化が
期待される。建設を担ったのは中国の中交路橋工程の現地法人で，BOT（建設・
運営・譲渡）方式で受託した。同社は2023年着工，2027年初頭完成予定のプノン
ペン＝バベット間の高速道路建設も担う。同プロジェクトでは，メコン川にかか
る ₅ キロメートルの橋も新たに建設予定で，完成時にベトナム側の高速道路（ホー
チミン＝モクバイ）と接続する。11月には，高速道路事業第 ₃ 弾としてプノンペ
ン＝シアムリアプ間の実行可能性調査の実施計画も明らかにされた。また，政府
は高速鉄道建設にも意欲を示しており，12月には，首相がプノンペン＝シハヌー
クビル＝タイ国境を結ぶ高速鉄道建設の決意を表明した。高速鉄道事業に関して
は，中国政府からの財政支援を受ける予定である。

人身取引の取り締まり強化
　近年，カンボジアでは港湾都市のシハヌークビルや首都プノンペンにおいて，
中国，台湾，東南アジア諸国などから言葉巧みに呼び寄せられた外国人が違法賭
博や特殊詐欺に従事させられる犯罪が問題視されている。政府はこれまでも幾度
か違法賭博や特殊詐欺に関わる人身取引の摘発をしてきた。しかし ₇ 月にアメリ
カ国務省が発表した『人身取引報告書』で，カンボジアは反人身取引の取り組み
への意志が弱いとして， ₄ 段階評価のうち下から ₂ 番目の「Tier ₂  Watch List」
から最低評価の「Tier ₃ 」へ格下げされた。 ₈ 月には台湾出身者がカンボジアで
犯罪に巻き込まれているという報道が台湾で過熱し，国際的な注目を集めたこと
で，政府は対応に本腰を入れざるを得なくなった。首相は違法賭博が経済回復を
遅らせるという見方を示し， ₉ 月には首相命令で違法賭博の大規模摘発が行われ
た。内務省は， 1 月から10月30日までに536件の通報があり，人身取引に関与し
た281人の容疑者を逮捕し，661人の被害者を救出したと発表した。
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対 外 関 係

ASEAN議長国運営
　2021年の国軍によるクーデタに端を発するミャンマー問題への対処が注目され
るなか，カンボジアは ₃ 回目の ASEAN 議長国を務めた。2012年の ₂ 回目の議長
国運営の際カンボジアは，南シナ海問題で中国の意向を重視したため合意形成に
失敗し，ASEAN 史上初めて外相会議で共同声明が発表できないという苦い経験
をしている。今回は，フン・セン首相にとって最後となる議長国運営であり，カ
ンボジアを内戦から平和へと導いた指導者という自負のもと，年始からミャン
マー問題に積極的に関与する姿勢を見せた。
　しかし，ミャンマー問題に対するフン・セン首相の独自路線はインドネシアな
ど一部の ASEAN 諸国から歓迎されなかった。年始に他の加盟国に対して事前の
相談もなくミャンマーを訪問し，ミンアウンフライン国軍最高司令官と会談した
だけでなく，会談後の声明では，2021年 ₄ 月に ASEAN とミャンマーの間で合意
された「 ₅ 項目コンセンサス」に盛り込まれた暴力の停止や全勢力との対話では
なく，ミャンマーが内戦に陥らないよう少数民族武装勢力との停戦を進めること
や，その停戦協議に ASEAN 特使が参加する可能性に言及した。独自路線とも呼
べるカンボジアの動きは，ASEAN の方針から逸脱したものであった。
　会談直後， 1 月に予定されていた非公式外相会議（リトリート）が延期された。
軍政が任命した「外相」を同会議に招待することをカンボジアが提案し，他の加
盟国がそれに反対したこと，「 ₅ 項目コンセンサス」にはない停戦協議への仲介
を特使の役割に盛り込もうとしたことに反対したためと言われている（鈴木早苗

「ASEAN 議長国によるミャンマー政治危機への対応」『IDE スクエア』2022年）。
　このような反応を受け，カンボジアは2012年の経験から，加盟国との対話を重
ねる姿勢を示した。一方で，「全勢力との対話」がなくとも ASEAN 特使を派遣
することが可能となり，特使となったプラック・ソコン副首相兼外相は ₃ 月と ₆
月に ₂ 度ミャンマーを公式訪問した。しかし， ₂ 度目の訪問直後にミャンマー軍
政が国際社会からの制止を無視して政治犯を処刑し，カンボジアは議長国として
の面目が潰れた。11月の ASEAN サミットは，軍政関係者の参加を認めずに実施
し，「 ₅ 項目コンセンサス」の具体的な履行計画を策定したものの，成果がでな
いまま次の議長国インドネシアにバトンをつないだ。
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米中対立が深化するなかで模索する大国との関係
　米中対立が深化するなか，カンボジアは日本やインドといった大国との関係強
化を進めている。カンボジア国内における米中対立の争点となっているシハヌー
クビルのリアム海軍基地をめぐっては， ₆ 月に中国による同基地北側の船舶修理
作業場の起工式が行われた。これを受け，起工式直後のアメリカでの報道や，12
月に米国防総省が発表した報告書において，リアム海軍基地内に密かに中国軍専
用の海軍軍事基地の建設が進んでいるという疑惑が改めて示された。カンボジア
や中国はこれを繰り返し否定している。
　中国との軍事関係は中国からの武器輸入や合同軍事演習の再開が発表されるな
ど良好である。海軍基地の起工式において，ティア・バニュ副首相兼国防相は同
基地において中国との海軍合同軍事演習実施を検討していると表明し，2023年初
頭には ₃ 月に陸軍合同演習「ゴールデンドラゴン」を再開すると発表した。
　経済面でも蜜月関係が続いている。11月の ASEAN サミットで中国の李克強首
相が来訪した際には，「カンボジア国民の生活向上」という名目で，教育，地雷
除去，インフラ建設，農産物輸出などの分野で ₂ 億元規模の支援を約束し，両国
首相立会いのもと，インフラ事業への融資などを含む18の協力文書が署名された。
　とはいえ政府はアメリカとの関係悪化を望んでいない。EU による EBA 一部
撤廃以降，最大の輸出相手国となったアメリカとの良好な経済的関係の維持は必
須である。その一方で，国内の政治・軍事問題への介入には応じない姿勢を堅持
している。ASEAN サミット時の首脳会談では，人権問題やリアム海軍基地に対
する懸念をカンボジアに伝えたとアメリカ国務省は発表したが，フン・セン首相
はそのような懸念は示されなかったと主張した。ただし，年末には首相が両国関
係改善のため異例の在カンボジア・アメリカ大使館訪問を行うなど，対話姿勢を
維持した。
　米中対立が深化するなかで，カンボジアは日本やインドといった米中に次ぐ大
国との関係を強化し，多角的な外交関係の創出を進めている。特に2022年は対日
関係の強化が顕著に見られた。 ₂ 月，フン・マナエトが将来の首相候補と人民党
に承認されて以降初めての外遊先として日本を訪問し，岸田首相と会談した。 ₈
月には過去最大規模（413億9000万円）の円借款事業となる「シハヌークビル港新
コンテナターミナル拡張事業（第 1 期）」が調印された。ASEAN サミット開催時
には，両国政府間で，国交樹立70周年を迎える2023年に両国関係を「包括的戦略
的パートナーシップ」に格上げすることに合意した。
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カンボジア特別法廷閉廷
　2007年に開廷した民主カンプチア時代の犯罪を裁くカンボジア特別法廷

（ECCC）は， ₉ 月にキュー・サンパン元民主カンプチア国家元首の上告を棄却し，
終身刑が確定した。これで全判決が出そろい，ECCC は閉廷した。12月末には
ECCC の本部が置かれていた国防省所有の建物が軍へ返還された。開廷以来，
ECCC は国内・外国人スタッフ間の軋轢，資金不足，政府からの圧力，被告の高
齢化，裁判の長期化など多くの問題を抱えたが，日本をはじめとする国際社会か
らは，和平プロセスの集大成であり法の支配の強化に資するものと評価され，支
援が継続された。閉廷までに，第 1 事案（S-21強制収容所所長を対象）と第 ₂ 事案

（最高幹部を対象）で判決まで至った。第 ₂ 事案に関しては， ₄ 人の被告人のうち，
イエン・チリトとイエン・サリの ₂ 人はそれぞれ認知症と死去により途中で審理
対象から外れ，キュー・サンパンとヌオン・チア（人道に対する犯罪を対象とし
た第 ₂ － 1 事案で終身刑判決，2019年死亡）に対してのみ判決が出された。一方，
中堅幹部を対象とした第 ₃ 事案と第 ₄ 事案は，政府内に元中堅幹部を擁するため
に政府からの強い反発を受け，審理にまで至らなかった。

2023年の課題
　 ₇ 月に実施予定の総選挙に向けて，人民党は党勢を拡大するとともに，野党や
市民社会に対する抑圧・懐柔を強化している。2023年 1 月にはキャンドルライト
党副党首タッチ・セターが2019年の小切手偽造問題で逮捕された。有罪判決が出
た場合，最長 ₅ 年間の拘禁刑が科されうる。政府批判が封じられるなか，野党は
法的措置をとられないような闘い方を模索する必要がある。2023年 ₃ 月に政治活
動の無期限禁止を伴う禁錮27年判決が出されたクム・ソカーに対しては，フン・
セン首相は恩赦を出さない方針を示している。人民党内の権力継承をめぐっては，
将来の首相候補と党が定めるフン・マナエトの動向のみならず，その他の党幹部
の子女が選挙後に組閣される新政府でいかなる役割を担うのか注目される。
　経済では，中国人観光客が戻ることで観光業のさらなる回復が見込まれる。一
方，2023年はアメリカ経済の後退が予想されており，これまで好調だったアメリ
カ向けの縫製品の輸出は伸び悩むことが懸念される。
　対外関係では，最大の輸出先であるアメリカとの関係の維持が課題である。ま
た多角的な外交関係を構築するため，インドや日本といった米中に次ぐ国々との
関係強化が引き続き進むとみられる。 （地域研究センター）
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1 月 1 日 ▼中国との FTA 発効。
7 日 ▼ フン・セン首相，ミャンマー訪問

（～ ₈ 日）。ミンアウンフライン国軍最高司令
官と会談。
12日 ▼外務省，同月18～19日にシアムリア

プで開催予定だった ASEAN 非公式外相会議
（リトリート）の延期を発表。
19日 ▼ 新型コロナウイルス感染症（COV-

ID-19）拡大により延期されていたクム・ソ
カー旧救国党党首の公判再開。
26日 ▼首相，ミャンマーのミンアウンフラ

イン国軍最高司令官とオンライン会談。
2 月 5 日 ▼ナーガ・コープ社から解雇され，
デモに参加した労働組合員 ₃ 人，COVID-19
法違反で逮捕。
9 日 ▼ノロドム・チャクラヴット王子，フ

ンシンペック党臨時党大会で党首に選出。
10日 ▼首相，鮮鶴平和賞財団からの平和賞

授与式出席のため訪韓（～13日）。韓国の文大
統領と会談（11日）。
14日 ▼フン・マナエト，訪日（～17日）。将

来の首相候補指名後，初の海外訪問。岸田首
相らと会談。
15日 ▼ 郵便・電信省と外務省，ナショナ

ル・インターネット・ゲートウェイ導入延期
を発表。

▼ ASEAN 外相会議リトリート，ハイブ
リッド形式で開催（～17日）。
23日 ▼マレーシアのイスマイル・サブリ首

相，来訪（～24日）。
3 月 1 日 ▼経済センサス開始（～31日）。
4 日 ▼ 17政党がコミューン評議会選挙に候

補者を登録（～ ₆ 日）。
17日 ▼プノンペン地裁，サム・ランシーを

含む旧救国党関係者20人に対し，叛逆の共謀
罪（刑法第453条）と扇動罪（刑法第495条）で有

罪判決。
20日 ▼岸田首相，来訪。フン・セン首相と

首脳会談。
21日 ▼ プラック・ソコン副首相兼外相，

ASEAN 特使としてミャンマー初訪問（～23日）。
31日 ▼首相，2023年国民議会選挙に首相候

補として立候補することを明言。
4 月22日 ▼首相，訪日（～24日）。第 ₄ 回アジ
ア・太平洋水サミットに出席。岸田首相と会
談（23日）。
27日 ▼国民の心党党首シアム・プルック，

文書偽造罪で逮捕。
5 月 2 日 ▼首相，ミャンマーのミンアウンフ
ライン国軍最高司令官とオンライン会談。
8 日 ▼クム・ソカー， ₅ 日に死去した首相

の兄フン・ネーンの葬儀に出席し，首相と ₄
時間会談。
10日 ▼首相，米 ASEAN 特別サミット出席

のため訪米（～13日）。北米在住カンボジア人
との懇親会に出席（11日）。
18日 ▼首相，インドのモディ首相とオンラ

イン会談。
21日 ▼コミューン評議会選挙キャンペーン

開始。
6 月 5 日 ▼第 ₅ 期コミューン評議会選挙実施。
投票率は80.19％。
8 日 ▼ティア・バニュ副首相兼国防相，リ

アム海軍基地の起工式に出席。
13日 ▼ 首相，COVID-19により ₂ 年間延期

されてきた公務員の給与引き上げを2023年に
再開すると発表。
14日 ▼ 人民党，キャンドルライト党（CP）

副党首ソン・チャイを名誉棄損でプノンペン
地裁に提訴。

▼ プノンペン地裁，2019年のサム・ラン
シー帰国計画に関わったとして，旧救国党関

重要日誌 カンボジア　2022年
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係者51人に対し叛逆の共謀罪（刑法第453条）
と扇動罪（刑法第495条）で有罪判決。被告人
のうち残り ₉ 人に対しては起訴取り下げ。
17日 ▼ 国家選挙管理委員会，CP 副党首ソ

ン・チャイを選挙の信頼を失墜させたとして
プノンペン地裁に提訴。
20日 ▼首相，ベトナムのファン・ミン・チ

ン首相と史跡「コ・トゥモーX-16」を視察。
22日 ▼首相，生年月日の訂正をプノンペン

地裁に請求。地裁，1951年 ₄ 月 ₄ 日から1952
年 ₈ 月 ₅ 日に訂正。
29日 ▼ プラック・ソコン副首相兼外相，

ASEAN 特使として ₂ 度目のミャンマー訪問
（～ ₇ 月 ₃ 日）。
7 月11日 ▼ ダニエル・J・クリテンブリンク
米国務次官補（東アジア・太平洋担当），初来
訪（～15日）。
16日 ▼ 人民党，中央委員会臨時総会開催

（～17日）。
17日 ▼ CP 党員ノル・ポンティアロアト，

暴行され重傷。
19日 ▼アメリカ，カンボジアの反人身取引

の取り組みへの意志が弱いとして最低評価の
「Tier ₃ 」へ格下げ。

▼アメリカ上院外交委員会，「カンボジア
民主主義・人権法2022年」を全会一致で可決。
25日 ▼ 旧救国党関係者 ₇ 人，2018年から

2021年にかけて政府や国王に対抗するよう扇
動したとして起訴される。
26日 ▼ 草の根民主党，「同盟2023」を発表。

野党共闘を呼びかけ。
28日 ▼国民議会，第10次憲法改正案承認。

₈ 月 ₆ 日にシハモニ国王が署名し発効。
29日 ▼愛国党党首，首相および人民党を支

持するとして党の解散を発表。
8 月 3 日 ▼第55回 ASEAN 外相会議，プノン
ペンで開催。カオ・キム・ホーン首相補佐特

命大臣，次期 ASEAN 事務総長に任命。
5 日 ▼首相，王立プノンペン大学から開発

学の名誉博士号授与。
7 日 ▼日本，過去最大規模の円借款事業と

なる「シハヌークビル港新コンテナターミナ
ル拡張事業（第 1 期）」に調印。
11日 ▼ サム・ランシー，「国土全体または

一部の外国への譲渡し」（刑法第440条）で起
訴される。
15日 ▼国連人権特別報告者ヴィチット・ム

ンターボーン，初来訪（～26日）。
29日 ▼クム・ヴィアスナー民主連盟党首，

「大洪水による人類滅亡」予言を発し，最大
₂ 万人近くが党首所有の農場に集まる。
31日 ▼精神科医チム・ソティアラ，マグサ

イサイ賞受賞。
9 月 7 日 ▼ 国立銀行，16年ぶりに国債（リエ
ル建て）発行。
9 日 ▼ 政府，COVID-19拡大への懸念と同

時期に ASEAN サミット開催のため首都での
水祭り中止を発表。
13日 ▼首相，首相退任後も人民党党首に留

任すると明言。

▼サム・ランシーを含む旧救国党関係者20
人を有罪とした裁判（ ₃ 月）の控訴審，第 1 審
判決を支持。
15日 ▼プノンペン地裁で2021年 1 月に旧救

国党副党首ムー・ソックフオ帰国計画の関係
者に対する裁判開始。
17日 ▼首相命令による大規模な違法賭博摘

発実施（～20日）。
21日 ▼縫製業労働者の2023年 1 月からの最

低賃金，月額200ドルに決定。
22日 ▼ カ ン ボ ジ ア 特 別 法 廷（ECCC），

キュー・サンパンの上告を棄却し，終身刑確
定。全判決が出そろい裁判終了。

▼ 首相，訪米（～23日）。国連総会に出席
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（23日）。
23日 ▼首相，キューバ訪問（～25日）。
26日 ▼首相，安倍元首相の国葬出席のため

訪日（～28日）。
10月 1 日 ▼ カンボジア初の高速道路（プノン
ペン＝シハヌークビル），開通。
3 日 ▼ COVID-19による水際措置，事実上

すべて撤廃。
4 日 ▼キューバのマヌエル・マレロ・クル

ス首相，来訪（～ ₆ 日）。
6 日 ▼ 首相，COVID-19で影響を受けた貧

困層への現金給付政策を 1 年延長すると発表。
8 日 ▼ヴェン・サコン農林水産相，更迭。

首相補佐特命大臣に任命（11日）。

▼プノンペン地裁，CP 副党首ソン・チャ
イに対し名誉棄損で有罪判決。
9 日 ▼カンボジア主義党，クメール民族統

一党への統合に合意。
10日 ▼ 政 府， カ ン ボ ジ ア 繊 維 業 協 会

（GMAC），国際労働機関の三者，ベター・
ファクトリーズ・カンボジアプログラムの ₅
年間の延長の覚書に調印。

▼パリ大審裁判所，首相が提訴したサム・
ランシーに対する裁判で，名誉棄損にあたる
が，亡命状態下で表現の自由を行使している
ものとして特例的に無罪判決。
14日 ▼ 国民議会，最高裁判所長官の息子

ドゥット・ティナーを農林水産相に承認。
19日 ▼プノンペン地裁，サム・ランシーに

対し「国土全体または一部の外国への譲渡」
（刑法第440条）で終身刑判決および政治活動
の永久的禁止を通告。

▼東ティモールのジョゼ・ラモス・ホルタ
大統領，来訪（～22日）。
31日 ▼サム・ランシー，YouTube で国王を

侮辱したとして国王に対する侮辱行為（刑法
第437条［ ₂ ］）で起訴される。

11月 9 日 ▼ 中国の李首相，「カンボジア国民
の生活向上」という名目で ₂ 億元の支援を約
束。インフラ事業の融資など18の協力文書に
署名。
10日 ▼第40・41回 ASEAN サミットと関連

会合，プノンペンで開催（～13日）。
12日 ▼政府，2023年に日本との関係を「包

括的戦略的パートナーシップ」に格上げする
ことに合意。
15日 ▼ 首相，COVID-19陽性で G20サミッ

トを欠席。
16日 ▼旧救国党議員・幹部に対する ₅ 年間

の政治活動禁止命令解除。
26日 ▼青年連盟連合，臨時総会でフン・マ

ナエトを名誉会長に選出，シアムリアプ州知
事ティア・セイハーを副会長に追加選出。
27日 ▼首相，草の根民主党首相候補・創設

者ヨーン・サン・コマーと副幹事長レック・ソ
ティアが離党し，人民党に入党したと発表。
コマーは農林水産省長官兼首相補佐特命大臣，
ソティアは農林水産省次官に任命（29日）。
29日 ▼国民議会，2023年度予算案承認。

▼ UNESCO，カンボジアの武術ロボカタ
オを無形文化遺産に登録。
12月 1 日 ▼韓国との FTA 発効。
12日 ▼ 首 相， 欧 州 歴 訪（～16日 ）。ASE-

AN・EU 記念サミット出席（14日）。
14日 ▼ 控訴審，CP 副党首ソン・チャイに

対して罰金と損害賠償金を増額する判決。
21日 ▼プノンペン地裁，クム・ソカーに対

する最終審理。
22日 ▼ プノンペン地裁，旧救国党副党首

ムー・ソックフオ帰国計画に関わった旧救国
党関係者36人に対し叛逆の共謀罪（刑法第453
条）で有罪判決。
23日 ▼首相，アメリカ大使館訪問。
29日 ▼ ECCC 本部の建物，軍へ返還。
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　 1 　国家機構図（2022年12月末現在）
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　 2 　大臣会議名簿（2022年12月末現在）

首相 Hun Sen

副首相
　Sar Kheng, Tea Banh, Hor Namhong, 

　Men Sam An, Bin Chhin, Yim Chhaily, 

　Ke Kim Yan, Prak Sokhonn, 

　Aun Pornmoniroth, Chea Sophara

上級大臣
　Chhay Than, Pol Saroeun, Kun Kim, 

　Meas Sophea, Cham Prasidh, Sun Chanthol, 

　Om Yentieng, Ieng Moly, Var Kimhong, 

　Yim Nol La, Him Chhem, Chin Bunsean, 

　Ho Sithy, Khun Haing, Ly Thuch, 

　Osman Hassan, Ang Vong Vathana, 

　Pich Bunthin，Pa Socheatevong

大臣会議官房大臣 Bin Chhin＊

内務大臣 Sar Kheng＊

国防大臣 Tea Banh＊

外務・国際協力大臣 Prak Sokhonn＊

経済・財務大臣 Aun Pornmoniroth＊

農林水産大臣 Dith Tina

農村開発大臣 Ouk Rabun 

商業大臣 Pan Sorasak

工業・科学技術・イノベーション大臣  

 Cham Prasidh＊＊

鉱業・エネルギー大臣 Suy Sem

計画大臣 Chhay Than**

教育・青少年・スポーツ大臣
 Hang Chuon Naron

社会福祉・退役軍人・青少年更生大臣
 Vong Sauth

国土管理・都市計画・建設大臣
 Chea Sophara＊

環境大臣 Say Somal

水資源・気象大臣 Lim Kean Hor

情報大臣 Khieu Kanharith

司法大臣 Koeut Rith

議会対策・査察大臣 Men Sam An*

郵便・電信大臣 Chea Vandeth

保健大臣 Mam Bunheng

公共事業・運輸大臣 Sun Chanthol**

文化・芸術大臣  Phoeng Sokna

観光大臣 Thong Khon

宗教・祭典大臣 Chhit Sokhon

女性問題大臣 Ing Kantha Phavi

労働・職業訓練大臣 Ith Som Heng

公務員大臣  Prum Sokha

民間航空庁事務局担当大臣 Mao Havanall

首相補佐特命大臣
　Sok Chenda Sophea, Mam Sarin, 

　Sri Thamrong, Chheang Yanara, Yu Sun Long, 

　Som Seoun, Sun Kunthor, Zakariya Adam, 

　Kao Kim Horn, Uch Kim An, Keo Remy, 

　Svay Sitha, Phay Siphan, Keo Rattank, 

　Hun Sitha, Chhim Phal Virun, 

　Noranariddh Anundayat, Hary Samart, 

　Keo Ba Phnom， Tekreth Samrach，
　Ouch Borith，Vongsey Vissoth， Chhem Rithy，
　Lam Heng Huot，Veng Sakhon，
　Yan Saing Koma，Kong Vibol，
　Samheng Boros，Chuon Dara

　（注）　＊は副首相，＊＊は上級大臣。

　 3 　立法府
　
上院議長 Say Chum

国民議会議長 Heng Samrin

　第 1 副議長 Cheam Yeap

　第 ₂ 副議長 Khuon Sodary

　 4 　司法府
　
最高裁判所長官 Dith Monty
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　 1　基礎統計
2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

人 口（100万人） - - - 15.6 - 16.6 16.8
籾 米 生 産（100万トン） 10.0 10.5 10.9 10.9 11.1 11.4 -
イ ン フ レ 率（％） 3.0 2.9 2.5 1.9 2.9 2.9 5.4
為替レート（ 1 ドル＝リエル，年平均） 4,059 4,051 4,051 4,061 4,093 4,099 4,102
（注）　人口は2019年は同年人口センサスに基づく確定値，2021年，2022年は同センサスに基づく推計値。

インフレ率は2018年以降，籾米生産の2021年については予測値。為替レートは市場レートの中間値
を参照。

（出所）　人口は計画省統計局（2019年は General Population Census of the Kingdom of Cambodia 2019: 
National Report on Final Census Results（https://www.nis.gov.kh/index.php/en/15-gpc/79-press-release-of-the-
2019-cambodia-general-population-census），2021年と2022年は同局への問い合わせに基づく），籾米生
産は FAO “Country Briefs: Cambodia”（https://www.fao.org/giews/country-analysis/country-briefs/country.
jsp?code=KHM），インフレ率と為替レートは中央銀行 “Monthly Average Exchange Rate”，“Consumer 
Price Index and Inflation Rate”

　（https://www.gov.org.kh/english/economic_research/monetary_and_financial_statistics_data.php)。
　 2 　支出別国内総生産（名目価格）� （単位：10億リエル）

2016 2017 2018 2019 2020 2021
最 終 消 費 支 出 66,073.8 70,530.4 75,209.0 81,713.0 79,301.6 80,472.5

家 計 消 費 60,417.0 64,427.3 68,744.0 74,810.1 71,929.0 70,103.1
民間非営利団体消費 1,424.1 1,500.6 1,561.2 1,614.7 1,670.0 1,919.1
政 府 消 費 4,232.7 4,602.5 4,903.8 5,288.2 5,702.6 8,450.3

総 資 本 形 成 18,446.6 20,564.0 23,341.4 26,660.2 26,345.4 29,369.7
総 固 定 資 本 形 成 17,617.5 19,670.8 22,448.3 25,697.2 25,439.8 28,480.2
在 庫 増 減 829.2 893.1 893.1 963.0 905.6 889.5

財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 49,786.3 54,510.9 61,315.0 67,209.0 64,638.2 71,389.5
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 53,350.3 57,586.6 63,014.4 68,720.5 66,141.3 74,714.6
統 計 上 の 不 突 合 285.5 1,811.8 2,693.3 3,152.4 1,747.8 3,988.9
国 内 総 生 産（GDP） 81,241.9 89,830.5 99,544.3 110,014.0 105,891.8 110,505.90
（出所）　ADB, Key Indicators 2022（https://www.adb.org/publications/key-indicators-asia-and-pacific-2022）.

　 3 　産業別国内総生産（実質：2000年価格）� （単位：10億リエル）
2016 2017 2018 2019 2020 2021

農 林 水 産 業 9,240.6 9,401.2 9,517.5 9,453.9 9,512.3 9,614.9
鉱 業 614.9 720.5 830.7 1,009.9 1,199.6 1,436.9
製 造 業 10,571.2 11,252.6 12,287.0 13,102.0 12,742.5 14,194.3
電 気 ・ ガ ス 等 302.3 328.4 360.9 386.4 376.7 377.8
建 設 3,796.6 4,479.9 5,252.8 6,237.5 6,126.2 6,194.5
卸 売 ・ 小 売 ・ 車 両 修 繕 4,101.1 4,369.0 4,662.3 4,945.4 4,678.9 4,751.6
運 輸 ・ 倉 庫 3,008.5 3,248.7 3,493.2 3,802.5 3,700.2 3,803.4
宿 泊 ・ 飲 食 2,260.4 2,393.6 2,532.1 2,603.6 1,765.0 1,067.2
金 融 ・ 保 険 1,053.7 1,134.4 1,219.9 1,316.0 1,300.8 1,317.1
不 動 産 3,137.4 3,409.2 3,663.8 3,957.7 3,758.8 3,779.3
行政・国防・義務的社会保障事業 495.7 523.4 554.0 585.0 635.1 752.9
そ の 他 サ ー ビ ス 4,124.9 4,378.9 4,642.3 4,847.2 4,819.4 4,788.9
基本価格表示の総付加価値 42,707.2 45,639.9 49,016.5 52,246.9 50,615.5 52,078.7

（控除）帰属計算された銀行手数料 762.6 828.5 901.3 972.5 949.3 966.9
生産に課される税－補助金 4,088.6 4,451.1 4,841.0 5,303.7 5,160.2 5,386.8
国 内 総 生 産（GDP） 46,033.2 49,262.5 52,956.2 56,578.1 54,826.4 56,498.5
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 4　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2019 2020 2021

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 1,012.1 7,585.7 1,089.1 7,098.2 1,510.3 9,684.4
日 本 1,140.0 887.7 1,062.4 652.0 1,093.6 640.5
香 港 240.8 541.9 677.7 446.6 233.8 724.7
韓 国 212.6 673.2 185.3 549.4 194.1 580.0
台 湾 47.8 779.6 56.5 719.0 57.3 1,084.9
A S E A N 1,335.0 7,977.1 3,848.3 7,680.6 1,177.4 12,923.9

タ イ 507.5 3,234.4 653.5 2,868.0 360.5 3,463.4
ベ ト ナ ム 359.2 2,724.8 387.4 2,656.0 507.7 3,143.5
シ ン ガ ポ ー ル 272.7 605.9 2,622.6 984.2 119.9 5,097.0
マ レ ー シ ア 116.0 583.8 99.1 346.1 101.3 401.7
イ ン ド ネ シ ア 22.5 772.5 34.4 665.1 31.8 608.0
フ ィ リ ピ ン 36.9 37.5 34.2 33.1 37.5 32.3
ラ オ ス 2.5 7.6 1.4 103.0 2.7 158.2
ミ ャ ン マ ー 3.4 10.5 3.3 24.9 10.2 19.8
ブ ル ネ イ 14.3 0.0 12.3 0.0 5.8 0.0

ア メ リ カ 4,414.3 318.4 5,333.2 252.5 7,491.0 336.8
カ ナ ダ 839.3 121.7 750.7 55.5 954.8 39.9
ド イ ツ 1,081.8 121.2 971.1 107.6 880.8 164.6
フ ラ ン ス 410.4 100.7 357.6 104.4 335.9 99.9
イ ギ リ ス 979.9 83.1 830.9 51.5 731.8 56.8
そ の 他 3,099.3 1,061.0 2,541.6 1,358.9 2,869.7 2,467.8
合 計 14,813.3 20,251.2 17,704.4 19,076.2 17,530.5 28,804.0
（出所）　IMF, Direction of Trade Statistics （https://data.imf.org/?sk=9D6028D4-F14A-464C-A2F2-

59B2CD424B85）. 輸出は FOB 価格，輸入は CIF 価格表示。

　 5 　国際収支 （単位：100万ドル）
2016 2017 2018 2019 2020 2021

経 常 収 支 -1,733.5 -1,807.3 -2,895.6 -4,064.6 -2,197.0 -12,322.2
貿 易 収 支 -3,846.5 -4,278.0 -5,843.8 -7,255.5 -2,543.8 -11,257.1

輸 出 10,272.9 11,223.6 12,962.7 14,986.1 18,522.2 19,469.1
輸 入 14,119.4 15,501.6 18,806.5 22,241.6 21,066.0 30,726.2

サ ー ビ ス 収 支 1,602.4 1,863.2 2,395.0 2,812.3 -257.2 -1,447.0
貸 方 4,032.9 4,608.2 5,451.2 6,086.3 1,767.4 657.0
借 方 2,430.5 2,745.1 3,056.3 3,273.9 2,024.7 2,104.0

第 一 次 所 得 収 支 -1,050.3 -1,140.7 -1,327.8 -1,564.0 -1,049.8 -1,403.0
貸 方 377.0 441.8 579.8 732.2 668.7 425.0
借 方 1,427.3 1,582.5 1,907.6 2,296.2 1,718.5 1,828.0

第 二 次 所 得 収 支 1,560.9 1,748.2 1,881.0 1,942.6 1,653.8 1,785.0
貸 方 1,740.9 1,893.9 2,018.8 2,075.8 1,754.7 1,904.0
借 方 180.0 145.7 137.8 133.2 101.0 119.0

資 本 移 転 等 収 支 283.3 278.5 325.8 355.1 259.0 243.6
金 融 収 支 -2,618.3 -3,392.8 -3,559.6 -6,370.2 -3,016.2 -12,068.2

直 接 投 資（純） -2,396.8 -2,673.2 -3,088.7 -3,561.2 -3,497.6 -3,391.0
証 券 投 資（純） 2.1 5.5 42.2 12.5 96.0 51.0
そ の 他 投 資（純） -223.6 -725.1 -513.2 -2,821.5 385.5 -8,777.3

誤 差 脱 漏 -295.5 -233.0 454.8 6.9 -441.6 35.4
総 合 収 支 872.6 1,631.0 1,444.7 2,667.7 636.6 82.7
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。したがって，金融収支の符号は（＋）は資本流出，（-）

は資本流入を意味する。
（出所）　表 ₂ に同じ。
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　 6　中央政府財政1） （単位：10億リエル）
2016 2017 2018 2019 2020 20212）

歳 入 16,102.4 18,333.0 21,956.9 27,269.8 23,153.1 20,941.4
税 収 12,044.8 14,183.1 16,974.4 21,708.0 18,938.9 18,017.8
贈 与 2,009.0 1,704.6 2,128.1 2,194.2 2,031.4 1,056.3
そ の 他 収 入 2,048.6 2,445.3 2,854.4 3,367.6 2,182.8 1,867.3

支 出 10,538.0 12,626.2 14,453.9 17,356.9 18,436.4 20,246.7
収 支 5,564.4 5,706.8 7,502.9 9,913.0 4,716.7 694.7
非金融資産純／総投資 5,879.2 6,442.5 7,130.0 7,516.0 8,652.0 8,745.0
歳 出 16,417.2 19,068.6 21,583.9 24,872.9 27,088.4 28,991.7
純 貸 出 ／ 純 借 入 -314.8 -735.6 373.0 2,397.0 -3,935.3 -8,050.4
プライマリーバランス -23.4 -447.3 711.0 2,763.5 -3,554.5 -7,645.7
金 融 資 産 純 取 得 1,574.1 1,893.9 2,197.8 4,877.9 -65.1 -4,243.0
純 負 債 1,888.9 1,768.3 1,876.8 2,483.8 3,870.2 3,808.7

国 内 134.4 -588.0 - - - -
対 外 1,754.5 2,356.2 1,876.8 2,483.8 3,870.2 3,808.7

（注）　 1 ）中央政府の超過予算を除く。 ₂ ）暫定値。
（出所）　表 ₂ に同じ。

　 7　中央政府財政支出1）� （単位：10億リエル）
2016 2017 2018 2019 2020 20212）

支 出 総 額 10,876.4 13,236.6 14,972.5 17,889.5 17,345.3 19,330.4
一 般 行 政 2,144.0 2,867.6 2,466.9 3,692.4 3,220.5 2,600.3
国 防 2,656.9 3,154.5 3,678.1 4,003.2 4,300.3 4,249.9
教 育 1,851.1 2,261.3 2,675.4 2,974.8 3,039.3 2,809.1
保 健 1,050.1 1,177.4 1,379.5 1,498.8 1,772.7 3,693.9
社 会 保 障 ・ 福 祉 686.9 797.5 901.8 1,024.0 1,235.7 1,250.3
経 済 サ ー ビ ス 1,251.6 1,470.9 1,552.3 1,734.5 1,624.3 1,525.8

農 業 176.2 211.3 232.3 268.0 268.3 241.9
工 業 28.5 49.1 41.6 48.2 52.9 59.6
交 通 ・ 通 信 434.4 474.1 465.1 515.2 510.7 515.6
その他経済サービス 612.6 736.5 813.3 903.1 792.5 708.8

そ の 他 1,235.7 1,507.5 2,318.6 2,961.8 2,152.5 3,201.2
（注）　 1 ）中央政府の超過予算を除く。 ₂ ）暫定値。
（出所）　表 ₂ に同じ。


